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１．学校におけるキャリア教育・職業教育について
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○ 若年者の高い失業率・早期離職率、若年無業者の存在等
「学校から社会・職業への移行」や「社会的・職業的自立」に課題。

○ 若者個人の問題ではなく、産業構造や就業構造の変化等社会全体を通じた構造的問題。
家庭、地域・社会、企業等各界が役割を発揮し、一体となった取組が必要。

○ その中で、学校教育は重要な役割を果たすもの。
学校におけるキャリア教育・職業教育の充実が必要。

大学・短期大学

l教育課程の内外を通じた社会的・
職業的自立に向けた指導等の実施

l養成する人材像・能力の明確化、
実践的な教育の展開 など

高等学校 （特に普通科）

l進路指導の実践の改善・充実

l普通科における職業科目の
履修機会の確保

など

高等専門学校

l地域の産業界との連携による、共
同教育の充実、インターンシップの
推進

l企業人材の積極的活用によるもの
づくり技術者養成の取組の一層の強
化 など

専修学校

l早期から十分な職業理解や目的
意識を持たせた上での一人一人の
キャリア形成支援

l社会人の多様なニーズに応える
ため、単位制・通信制の教育の制
度化を導入 など

キャリア教育

一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力
や態度を育てることを通して、キャリア（注１）発達を促す教育

職業教育

一定又は特定の職業に従事するために必要
な知識、技能、能力や態度を育てる教育

生涯学習の観点に立った
キャリア形成支援

生涯にわたる社会人・職業人としての
キャリア形成（社会・職業へ移行した後の
学習者や、中途退学者・無業者等）を支
援する機能を充実することが必要

（注１） キャリア
人が、生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の
価値や 自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み重ね

（注２） 基礎的・汎用的能力
① 人間関係形成・社会形成能力 ② 自己理解・自己管理能力
③ 課題対応能力 ④ キャリアプランニング能力

実践的な職業教育を充実

職業教育の意義を再評価
することが必要

幼児期の教育から高等教育まで、発達の段階に応じ体系的
に実施

様々な教育活動を通じ、基礎的・ 汎用的能力（注２）を中心に
育成

推進の主なポイント

中学校

l社会における自らの役割や将来の
生き方・働き方等を考えさせ、目標を
立てて計画的に取り組む態度を育成
し、進路の選択・決定に導く

小学校
l社会性、自主性・自立性、

関心・意欲等を養う など

高等教育における「職業実践的な
教育に特化した枠組み」

l①新たな学校種の創設、又は

l②既存の高等教育機関における活
用

を念頭に今後詳細に検討

「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」(平成23年1月中央教育審議会答申)
～提言のポイント～現状認識

基本的方向性

高等学校 （専門学科）

l長期実習等実践的な教育活動の
実施、実務経験者の登用

など

平成１８年の教育基本法改正において、

教育の目標の一つとして、

「職業及び生活との関連を重視し、勤労を

重んずる態度を養うこと」を規定。
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○産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業（平成26年度予算案1,865百万円）

○学校関係者と企業等が優れた取組事例を共有する「キャリア教育推進連携シンポジウム」の開催（文科省・厚労省・経産省合同開催）

○「学校が望む支援」と「地域・産業界等が提供できる支援」を紹介する 「子どもと社会の架け橋となるポータルサイト」の開設・運用（H24.8～）

○地域キャリア教育支援協議会設置促進事業（平成26年度予算案30百万円）

○男女共同参画社会の実現の加速に向けた学習機会充実事業（平成26年度予算案13百万円）

○高等学校普通科におけるキャリア教育の実践に関する調査研究（平成26年度予算案4百万円）

○学校関係者へキャリア教育の意義や取組方法を説明する「キャリア教育推進アシストキャラバン」の実施

○教職員向けの指導資料（小・中・高）の作成・配付（平成21～23年度）、研修用動画の配信（H24.1～）

○高校におけるインターンシップコーディネーターの配置（平成26年度予算案12百万円）【新規】

○大学設置基準・短期大学設置基準の改正（H23.4施行)

○大学等における分野別到達目標や第三者評価の導入・改善、大学間連携、産学協同による教育改善の推進

○高等専門学校における地域の産業界と連携した共同教育の充実、企業人材の積極的活用によるものづくり技術者養成の取組

○職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上に関する推進（平成26年度予算案183百万円）【拡充】

○教育機関や産業界との連携による成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進（平成26年度予算案1,679百万円）【再掲】

○全国産業教育フェアの実施

学校と地域・社会や産業界との連携によるキャリア教育の推進

学校のキャリア教育実践の促進

小
・
中
・
高
等
学
校

○教育機関や産業界との連携による成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進（平成26年度予算案1,679百万円）【拡充】

実践的な職業教育の充実、職業教育の質保証

実践的な職業教育の充実、職業教育の質保証

「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」 （平成23年1月 中央教育審議会答申）
【基本的方向性】 ■ 幼児期の教育から高等教育に至るまでの体系的なキャリア教育の推進

実践的な職業教育の重視と職業教育の意義の再評価

教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に取り組むための体制整備

学校教育における取組

○スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（平成26年度予算案84百万円）【新規】

文部科学省におけるキャリア教育・職業教育の主な取組

大
学
・
専
門
学
校
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（資料）文部科学省「学校基本調査」（平成22年度）,「社会教育調査」（平成20年度）,「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」（平成19年度）等

社会教育施設利用者（年間延べ数）

◆公民館（類似施設を含む。）・・・2億3,662万人 ◆青少年教育施設・・・2,211万人 ◆社会体育施設・・・4億8,235万人

◆博物館（類似施設を含む。）・・・2億7,987万人 ◆女性教育施設 ・・・1,068万人 ◆民間体育施設・・・1億4,838万人

◆図書館 ・・・1億7,136万人 ◆生涯学習センター・・2,478万人

幼稚園

161万人

小学校

699万人

保育所

うち３～５歳 127万人

３歳未満 61万人

中学校

356万人

高等学校（全日制）

324万人

大学

256万人
短期大学

15万人

大学院

27万人

教育委員会、公民館等が開催する学級・講座の受講者数 2,704万人

「ならいごと」に通っている中
学生 113万

人（※）

学習塾に通っている中学生

193万人（※）

「ならいごと」に通っている小
学生

517万人（※）

学習塾に通って い
る小学生

185万人（※）

専修学校

63.8万人

各種学校

13万人

計76.8万人

特
別
支
援
学
校

（高
等
部
～
幼
稚
部
）

12
万
人

中
等
教
育
学
校

万
人

高
等
専
門
学
校

万
人

大学公開講座

111万人

高等学校開放講
座（公立）

18万人

文
部
科
学
省
認
定
社
会
通
信
教
育

8
万
人

職
業
訓
練
施
設
等

38
万
人

高
等
学
校
定
時
制
・

通
信
制

30
万
人

う
ち
放
送
大
学

万
人

高
等
学
校
別
科

人

高
等
学
校
専
攻
科

万
人

高
等
専
門
学
校
専
攻
科
・

聴
講
生
・
研
究
生
等

万
人

大
学
院
通
信
教
育

万
人

大
学
通
信
教
育

22
万
人

う
ち
放
送
大
学

8
万
人

聴
講
生
・

研
究
生

5
万
人

専
攻
科
・
別
科

万
人

短
期
大
学
通
信
教
育

万
人

2.4

0.8

154

0.4

0.6

民間のカルチャーセンター等における受講者数

710万人

知事・市町村長部局が開催する学級・講座の受講者数 713万人

↑（※）は「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」
（平成19年度）からの推計

0.8
0.9

2

5.6

（参考）学習人口の現状
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２．専門学校について
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専修学校制度の概要（制度と規模）

■目的、課程及び要件

目 的 職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る。(学校教育法第124条)

課 程
※入学資格

高等課程(高等専修学校)
※中学校卒以上

専門課程(専門学校)
※高校･高等専修学校(3年制)卒以上

一般課程
※限定なし(学歴不問)

要 件
(通学制)

修業年限1年以上、年間授業時数800時間(単位制による学科の年間単位数は、高等・一般課程23単位、専門課程30単位)以上、常
時40人以上の在学生 等

■専門学校の修了者に対する称号等の付与

専門士/大学編入学資格 修業年限2年以上、総授業時数1,700時間(単位制:総単位数62単位)以上等の要件を満たす課程の修了者

高度専門士/大学院入学資格 修業年限4年以上、総授業時数3,400時間(単位制:総単位数124単位)以上等の要件を満たす課程の修了者

■学校数・在籍者数 －①設置者別学校数、在籍者数

設置者区分 総 計 国 立 公 立 私 立 課程区分 高 等 専 門 一 般

学 校 数 3,218
(100.0%)

10
(0.3%)

196
(6.1%)

3,012
(93.6%) 学 校 数 443

(13.7%)
2,812

(87.3%)
182

(5.6%)

在籍者数 660,584
(100.0%)

480
(0.1%)

26,613
(4.0%)

633,491
(95.9%) 在籍者数 39,566

(6.0%)
587,500
（88.9%）

33,518
(5.1%)

■学校数・在籍者数 －②分野別・課程別在籍者数

○専修学校は入学資格が異なる3つの課程が存在。
○平成25年度、学校数は約3,200校、在籍者数は約66万1千人。うち専門学校は、学

校数2,812校（全体の87％）、在籍者587,500人（全体の89％）。

工 業 農 業 医 療 衛 生 教育・社会福祉 商業実務 服飾･家政 文化･教養 合 計

高等課程
4,829

(12.2%)
6

(0.0%)
12,555
(31.7%)

6,558
(16.6%)

1,140
(2.9%)

7,694
(19.5%)

3,183
(8.0%)

3,601
(9.1%)

39,566
(100.0%)

専門課程
76,091
(13.0%)

4,906
(0.8%)

204,660
(34.9%)

75,361
(12.8%)

41,839
(7.1%)

58,648
(10.0%)

16,499
(2.8%)

109,496
(18.6%)

587,500
(100.0%)

一般課程
28

(0.1%)
0

(0.0%)
96

(0.3%)
743

(2.2%)
4

(0.0%)
94

(0.3%)
698

(2.1%)
31,855
(95.0%)

33,518
(100.0%)

合 計
80,948
(12.3%)

4,912
(0.7%)

217,311
(32.9%)

82,662
(12.5%)

42,983
(6.5%)

66,436
(10.1%)

20,380
(3.1%)

144,952
(21.9%)

660,584
(100.0%)

＜参考資料１＞

(平成25年度文部科学省学校基本調査速報値)
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専修学校制度の概要（教育分野）

○専修学校は8つの分野で、社会的ニーズに応じた多様な職業教育を実施(分野・課程別の在籍者数
は前掲参照)。

＜参考資料２＞
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１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移（平成元年度以降）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者＋中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数＋中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者

当該年度の高校等卒業者
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者

当該年度の大学・短大志願者

18歳人口のピーク

平成21～32年頃は，ほぼ横ばいで推移

平成33年頃から

再び減少
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社会人の在学生数の推移（専修学校）

総数 一般課程 高等課程 専門課程 附帯事業
Ｈ１６ 59,007 1,029 3,509 31,947 22,522
Ｈ１７ 56,812 857 2,666 28,663 23,294
Ｈ１８ 51,364 780 3,340 25,716 19,365
Ｈ１９ 77,250 1,702 4,755 42,402 28,391
Ｈ２０ 75,943 935 4,788 43,980 26,240 75943
Ｈ２１ 81,816 3,203 5,961 51,024 21,628
Ｈ２２ 101,362 1,268 7,638 58,661 33,795
Ｈ２３ 107,854 1,595 7,570 60,509 38,180
Ｈ２４ 120,572 968 8,703 62,275 48,626

1,029 857 780 1,702 935 3,203 1,268 1,595 968
3,509 2,666 3,340 4,755 4,788 5,961 7,638 7,570 8,703

31,947 28,663 25,716

42,402 43,980
51,024

58,661 60,509 62,275
22,522

23,294
19,365

28,391 26,240

21,628

33,795
38,180

48,626

59,007 56,812
51,364

77,250 75,943
81,816

101,362
107,854

120,572

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

附帯事業

専門課程

高等課程

一般課程

※ 出典：文部科学省 専修学校教育振興室調べ （調査対象：私立の専修学校）
※ 「社会人」とは、当該年度の５月１日現在において、職に就いている者、すなわち給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事に就い

ている者、又は企業等を退職した者、又は主婦をいう。

社会人の在学生数は、増減があるものの、平成１９年以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。平成

２４年の私立専門学校における社会人の在学生数は、約６万２千人。職業訓練等の附帯事業を含める

と、総数で約１２万人の社会人が私立専修学校に在学している。

社会人の在学生数は、増減があるものの、平成１９年以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。平成

２４年の私立専門学校における社会人の在学生数は、約６万２千人。職業訓練等の附帯事業を含める

と、総数で約１２万人の社会人が私立専修学校に在学している。

（内訳）
公共職業訓練

8,821人
求職者支援制度

2,943人
企業からの委託

1,141人
その他

35,721人
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卒業者に占める就職者の割合の推移

専門学校の卒業者においては、雇用情勢の厳しい状況が続くなかであっても卒業者の占める就職者の割合は
７割以上を維持している。

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

卒業者の占める
就職者の割合（％）

大学（学部）

短期大学

専門学校

資料：文部科学省「学校基本調査」
※就職率の算定に用いた就職者数には、一時的な職に就いた者は含まない。

専門学校
79.7％

短期大学
73.5％

大学（学部）
67.3％

（年度）

【平成25年度】
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専門学校卒業生の産業別の就職業況

○専門学校は、各分野の専門的・技術的な知識及び技術を習得した人材を、様々な産業界に輩出
している。

出典：文部科学省中央教育審議会答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」
※文部科学省「学校基本調査」(平成21年度)（専門学校:平成20年度文部科学省調査（専門学校の約75％からの回答））

専 門 学 校

専門学校卒業生の産業別の就職状況（大学、短期大学、高等専門学校、高校との比較）
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%
（計算式） 直ちに大学、短大、専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者

出典：文部科学省「学校基本調査（平成25年度版）」

都道府県別高等教育機関への進学率等の状況
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地域密着型の教育機関としての役割を果たす専修学校

◆専修学校卒業生の県内就職率について (専修学校進学率が高い上位7道県)

〈専修学校〉

都道府県 進学率
就職希望者数

（人）

就職者数（人） 就職率

総数
うち都道府県内

就職者数
うち都道府県外

就職者数
全体

都道府県内就職構
成比

都道府県外就職構
成比

北海道 22.1% 8,506 7,768 6,601 1,167 91.3% 85.0% 15.0%

岩手 21.4% 2,209 911 544 367 41.2% 59.7% 40.3%

新潟 25.6% 4,537 4,231 3,233 998 93.3% 76.4% 23.6%

島根 21.7% 588 558 380 178 94.9% 68.1% 31.9%

高知 22.0% 1,064 941 775 166 88.4% 82.4% 17.6%

鹿児島 20.3% 1,825 1,642 1,255 387 90.0% 76.4% 23.6%

沖縄 24.9% 3,342 2,862 2,388 474 85.6% 83.4% 16.6%

〈大学〉

都道府県 進学率
就職希望者数

（人）

就職者数（人） 就職率

総数
うち都道府県内

就職者数
うち都道府県外

就職者数
全体

都道府県内就職構
成比

都道府県外就職構
成比

北海道 34.5% 12,221 10,521 6,914 3,611 86.1% 65.7% 34.3%

岩手 34.4% 1,632 753 233 520 46.1% 30.9% 69.1%

新潟 41.4% 3,483 3,174 1,818 1,356 91.1% 57.3% 42.7%

島根 37.3% 655 561 168 393 85.6% 29.9% 70.1%

高知 36.5% 1,093 959 291 688 87.7% 30.3% 71.7%

鹿児島 30.5% 1,996 1,723 833 890 86.3% 48.3% 51.7%

沖縄 32.6% 2,565 1,690 1,241 449 65.9% 73.4% 26.6%

（出典：各道県労働局調査）

＜参考資料５＞
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３．職業実践専門課程について
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平成23年１月：中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」答申

専門学校

文部科学大臣

申請

認定要件等

都道府県知事等

推薦

認定

「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定について

先導的試行としての「職業実践専門課程」を文部科学大臣が認定
「新たな枠組み」の趣旨を専修学校の専門課程においていかしていく先導的試行として、企業等との密接な連携により、最
新の実務の知識等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む専門課
程を文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定し、奨励する。

平成25年度

3月頃 申請及び審査を経て、認定した専修学校専門課程を告示

平成2６年度～

「職業実践専門課程」のスタート

○ 職業教育を通じて、自立した職業人を育成し、社会・職業へ円滑に移行させること、また、学生・生徒の多様な職業教育ニーズや様々な職
業・業種の人材需要にこたえていくことが求められており、このような職業教育の重要性を踏まえた高等教育を展開していくことが必要。

○ そのための方策の一つとして、職業実践的な教育のための新たな枠組みを整備。

○ 今後の検討については、新たな学校種の制度を創設するという方策とともに、既存の高等教育機関において新たな枠組みの趣旨をいかして
いく方策も検討することが望まれる。

【認定要件】
○ 修業年限が2年以上

○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成

○ 企業等と連携して、演習・実習等を実施

○ 総授業時数が1700時間以上または総単位数が62単位以上

○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的
に実施

○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

経 緯

平成25年3月： 「専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議」で「職業実践専門課程」の検討

今後の予定

平成25年8月30日：

「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程(文部科学省告示第133号)」を公布・施行
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「職業実践専門課程」の具体的イメージ

企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成

・企業等との連携による「教育課程編成委員会」によるカリキュラムの改善 …１

企業等と連携して、実習・演習等を実施

・企業等との連携による「接客・販売実習」「マーケティング実習」 …2

・企業等との連携による「ホテル実習」 …3

・企業等との連携による「電気工事実務」 …4

・企業等との連携による「ＩＴ・ゲーム作品制作実習」 …5

企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的に実施

・企業・業界団体等との連携による教員の研修機会の確保の具体例 …6

企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

・企業・業界団体等との連携による学校評価のイメージ …7

「職業実践専門課程」における教育活動の流れのイメージ
…8
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基本組織

学生部

企業等との連携による「教育課程編成委員会」によるカリキュラムの改善《工業分野》

企業・業界団体等との連携により、必要となる
最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・
業界団等体からの意見を十分にいかし、カリキュ
ラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行う。

▽▽ ▽▽ ○○電機専門学校長
▽▽ ▽▽ 同 教務部長

▽▽ ▽▽ 同 産学連携企画室長
▽▽ ▽▽ 同 電気工事技術科長

※ 委員は広く関連の企業・業界団体等から選任。

△△専門課程「教育課程編成委員会」

目的

委員

・ 新成長産業である太陽光発電装置に関する
内容をカリキュラムに取り込むべき。
・ スマートハウスなどの普及により高度化する
知識・技術・技能を修得した電気工事士の育成
が必要。

▽▽ ▽▽ （社）□□電機技術協会課長
▽▽ ▽▽ ◇◇ハウス（株）マネージャー
▽▽ ▽▽ （株）△△電機工務部主任

企業・業界団体等から参画した委員の主な意見

スマートハウス管理実習

高電圧設備基礎 配電理論・配線設計電気基礎理論

太陽光発電装置
施工実習

電気工事技術学科の新たなカリキュラム

校長

教務部

電気工事
技術学科

電子応用
工学科

電気工学科

②カリキュラムの改善

への意見を提案

①カリキュラムの改善の

ため委員会を設置

④カリキュラムを

改善

○○電機
専門学校

職員部

③組織としてカリキュラム

の改善を検討・決定

※ 「スマートハウス管理自習」と「太陽光発電装置施工実習」が、カリキュラムの見直しにより新たに採り入れられたもの。
その他は既存の授業科目。

＋ ＋

産学連携企画室
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企業等との連携による「接客・販売実習」「マーケティング実習」 《商業実務分野》

１．企業と学校の打ち合わせ
・実習目標、評価方法等の確認。
・実習に関する覚書の締結。

２．企業からの講師派遣に
よる事前研修・講義

・学生に対し、企業の実習担当者から
事前研修・講義。

3-1．販売実習
・企業の実習担当者の指導の下で、
接客・販売の実習。

６．成績評価・単位認定
・事前に打ち合わせた基準に基づき、企
業の担当者が評価。
・企業による評価に基づき、学校の教員
が成績評価、単位認定。

5-1．教員による店舗訪問
・学校の教員が実習先を訪問し、実習
態度を確認。
・学生の課題を
企業の実習担当者
と共有、指導。

４．実習日誌の記録を通じた
進捗確認と教育指導
・生徒は、その日に受けた指導内容、自
己評価を記載。定期的に学校の教員が
確認し、必要な研修等を実施。

実習内容について
覚書締結

成績評価・単位認定

１
年次

２
年次

4月

パソコン基礎知識商業簿記・工業簿記

7月 10月 1月

インターネット流通概論、Excel実習等

ストアーオペレーション、マーケティング 接客・販売実習（10月～12月、85時間）

マーケティング実習（8月～2月、210時間）

3-2.マーケティング実習
・店舗見学を実施し、地域特性を

考慮した収益ＵＰ
の企画等を立案。

1年次

2年次

1年次

2年次

5-2．マーケティングコンテスト
・実習成果の発表の場として、コンテストを
実施。
・企業の実習担当者等と
学校の教員による評価。

（総授業時数1,700時間）

20



企業等との連携による「ホテル実習」 《文化・教養分野》

１．「企業連携委員会」により
実習に関する打ち合わせ

・企業や業界団体のニーズに沿った
実習内容や評価方法を設定。

２．企業からの講師派遣による
事前研修・講義

・学生に対し、ホテルの実習担当者から
事前研修・講義。

３．ホテル実習
・ホテルの実習担当者の指導の下で、

接客等の実習。

６．成績評価・単位認定
・ホテルの実習担当者による評価に基
づき、教員が成績評価・単位認定。

５．ホテルの実習担当者による
評価

・学生が実習で修得した知識、勤務態
度、接客態度、習熟度等を総合評価。

４．実習先及び学内で実習の
進捗確認と教育指導

・教員による実習先訪問や、学生による
実習の週間報告、月間報告を教員が
学内で確認することで、必要な研修等
を実施。

委員会開催

１
年次

２
年次

4月

企業ガイダンスホテル総論、外国語コミュニケーション、ITスキル

7月 1月

外国語コミュニケーション、サービス実務

ホテル実習（10月～1月、400時間）

接客外国語、マネジメント理論、異文化理解 （総授業時数2,166時間）

成績評価・単位認定

業界ガイダンス

10月
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企業等との連携による「電気工事実務」 《工業分野》

１．「企業連携委員会」により
実習に関する打ち合わせ

・実習の目標、進め方、評価方法等につ
いて決定。

２．企業と連携した教材開発
・実習で使用する教材について、教員が
企業から技術供与を受けながら、最新
の実務に必要な知識・技術・技能を反
映。

３．企業からの派遣講師に
よる授業

・業界の最新動向を踏まえた実践的な
講義・演習を実施。

６．成績評価・単位認定
・企業の実習担当者による評価に基づき
、教員が成績評価・単位認定。

５．企業と連携した実習
・太陽光発電設備を利用した企業の実
習担当者による実習等を実施。

４．企業による習熟度確認
・企業が作成した試験問題を活用し、教員
が習熟度を確認。

委員会開催

１
年次

２
年次

4月

電気基礎理論、電気工事方法

7月 10月 1月

設備工事、設備技術

電気工事実務（10月～3月、90時間）

先端施工技術電気演習・電気実験・電気製図
（総授業時数2,070時間）

成績評価・単位認定
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１
年次

２
年次

4月

日本ゲーム大賞制作実
習（2月～3月、100時間）

コンピュータ基礎
デサイン・デッサン基礎

7月 10月 1月

日本ゲーム大賞制作実習
（4月～6月、420時間）

プログラミング基礎演習・グラフィック基礎演習 進級制作実習

ゲーム作品制作実習
（7月～8月、100時間）

プログラミング応用演習・
グラフィック応用演習

ゲーム作品制作実習
（11月～1月、180時間）

日本ゲーム大賞制作実
習（2月～3月、100時間）

３
年次

日本ゲーム大賞制作実習
（4月～6月、420時間）

ゲーム作品制作実習
（7月～8月、100時間）

開発マーケティング・
新ゲーム環境

卒業制作実習授業

１．企業と学校の打ち合わせ
・年間の実習内容・評価方法を決定。
・講師派遣に関する協定締結。

２．ゲーム企業からの派遣講
師による企画指導

・ゲームの企画方法を実務の経験に基
づき指導。
・制作開始１ヵ月程度で生徒の企画
内容を評価する授業を実施。

３．ゲーム企業からの派遣講
師による中間評価

・学生による中間発表。
・企業からの派遣講師と教員による評価、
指導を実施。

６．成績評価・単位認定
・企業からの派遣講師による評価に基
づき、教員が成績評価・単位認定。

５．ゲーム企業からの派遣講師
による実習授業

・企業からの派遣講師が最新の技術・技能
を生徒に指導。

４．最終プレゼンテーション
・企業からの派遣講師により、ゲーム作
品のコンテスト提出前に最終確認を行
う。

（株）△△ゲー
ムス

○○コンピュータ
専門学校

・
・

学生作品評価

開発系授業

学生

教員

開発
クリエイター

学生成績評価企業からの派遣
講師による評価

学校の教員による
評価

＋

プログラム Ａ
グラフィック Ｂ
企画 Ｂ

・
・
・

（総授業時数3,120時間）

企業等との連携による「ＩＴ・ゲーム作品制作実習」 《工業分野》

講師派遣について
協定締結

協定締結

成績評価・単位認定
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企業等との連携による教員の研修機会の確保の具体例（工業分野）

○ 教育の専門家を招いて、授業の進め方や
カリキュラム、シラバスの作成方法などに関
する研修を実施。

○ 例えば、学期（前期・後期制）毎に「教職
員による授業評価」と「学生による授業評価」
を最低１回実施し、学科長から個々の教員に
結果を示しつつ、改善すべき点を指摘し、必
要な研修を受講させる。

○ 「電気工事技術教育課程編成委員会」を
設置し、年２回会合を実施し、最新の技術や
業界の動向などを把握の上、専門課程の研
修計画を改善し、必要な研修を実施。

○ 例えば、太陽光発電装置の施工は、技術
革新が早い分野であるため、新技術が開発さ
れる毎に、職能団体の研修を受講させる。

企業等との連携による実践的かつ専門的な知識・技術・技能や、指導力の修得・向上のため
の組織的な研修機会を確保。

最新の知識・技術・技能 適確な指導力
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教職員による評価

学校の理念・目標に照らして、自らの
教育活動を評価

企業等の「学校関係者」による
学校訪問や意見交換等を通じて、
自己評価結果について評価

「学校関係者」は、教職員と共
通理解を図り、自己評価結果の
客観性・透明性を高める

今後の学校運営の改善のた
めの助言等を行う目標設定

Plan

改善
Action

評価
Check

実行
Do

学校関係者評価
自己評価

外部アンケート等

生徒・卒業生・保護者、企業・関係施設、業
界団体、自治体等を対象に行うアンケートを、
学校評価の資料等に活用

学校は評価結果を踏まえた学校運営
の改善方策等の検討においていかす

「学校関係者」による自己評価の
評価結果についてとりまとめ・公表

企業等との連携による学校評価のイメージ

「学校関係者評価委員会」
構成員（例）

○○ ○○ △△専門学校卒業生
○○ ○○ 生徒保護者
○○ ○○ ▽▽高等学校校長
○○ ○○ ××商業協会事務局長
○○ ○○ □□商社人事部長
○○ ○○ ◇◇商業販売部長

学校が選任した「学校関係者」で構成された
学校関係者評価委員会による評価

自己評価の結果について、「学校関係者」が評価

「職業実践専門課程」には、特に学校
関係者評価において企業等の委員の
意見の活用状況を求める

学校へ報告
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(参考) 専修学校における学校評価ガイドライン（抜粋）

項目例 教育に係る指標の例

Ⅰ教育理念・目的・育成人材像

Ⅱ学校運営

Ⅲ教育活動(教育方法、評価等)

Ⅳ学修成果

Ⅴ学生支援

Ⅵ教育環境
学生の受け入れ募集

Ⅶ財務
Ⅷ法令遵守
Ⅷ社会貢献・地域貢献
Ⅸ国際交流

・学科の理念・目的・育成すべき人材像は、業界のニーズに向けて
方向づけられているか

・キャリア教育・実践的職業教育の視点に立った教育方法の工夫
・関連分野の企業等との連携によるカリキュラム編成・改善, 授業

評価・評価体制
・授業評価の実施・評価体制
・職業教育に関する外部関係者からの評価
・職業資格の指導体制、カリキュラムへの体系的位置づけ
・関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための教職

員の研修

・就職率・資格取得率の向上、中退率低減
・卒業後のキャリア形成への効果把握・改善への取組

・進路・就職に関する支援体制
・卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を行っているか
・業界との連携による卒後の再教育プログラム等の提供
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「職業実践専門課程」における教育活動の流れのイメージ

「職業実践専門課程」においては、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育成するため、特に
職業に関連した企業・業界団体等その他の関係機関との密接な連携による、教育課程の編成、
演習・実習等の実施、教員の研修等の実施、学校評価の実施等の一連の教育活動を通じ、実践
的な職業教育の質の保証・向上に組織的に取り組む。

＜教育活動の流れのイメージ＞ 教育課程
・企業・業界団体等と密接
かつ組織的な連携体制
を確保して、授業科目の
開設等の教育課程を編
成（改善・工夫を含む）

教員の資質向上
・教員に必要な実務上の知
識、技術、技能やマネジメ
ント能力など指導力の修
得・向上を目的として、企
業等との連携の下、組織
的な研修機会を確保

演習・実習等
・企業・業界団体等と密
接かつ組織的な連携体
制を確保して、演習・実
習等を実施

学校評価・情報公開
・学校の自己評価に加え、企
業・業界団体等が委員として
参画する学校関係者評価を実
施・公表し、学校運営を改善

・教育活動その他の学校運営
の状況に関する情報を企業等
の学校関係者へ提供
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４．成長分野等における中核的専門養成等の

戦略的推進について
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国境を越えて、戦略的に質保証・学生の双方向交流を促進。①自国の高等教育進学率引き上げ、②自国の文化に親
和性のある高等教育人口を増、③職業教育の重視、④雇用保証から雇用能力保証へ

米国：有力大学が強みを生かして優秀
な留学生を引き寄せ

連邦政府による質保証の強化（１単位
定義化、卒業・就職率情報提供、通信

教育の州認可厳格化）

アジア：日中韓において、ASEAN等も視野に入
れた「キャンパス・アジア」形成

欧州：「欧州高等教育圏」の構築
「エラスムス計画」に基づき、
域内の大学間交流を促進
＜ボローニャ宣言＞

欧州の大学強化を目指し、高等教育の質保証と制
度の共通化
(例)共通の単位互換システム（ECTS）の普及
職業教育では、ＥＱＦ(欧州資格枠組み)、職業教育
単位制度(ＥＣＶＥＴ)、ユーロパス等を開発
⇒ 欧州域内の交流の促進

ASEAN：独自に質保証の枠組み
を検討中（AUN（ASEAN大学連合）
単位互換枠組、M･I･T等）

◆エラスムス計画による支援（EU域内交流）

学生：213,266人

教員：37,776人

予算額：4億1525万ユーロ

（2009/10年度）
(資料) THE ERASMUS PROGRAMME 2009/10 A Stastical Overview

世界的な高等教育圏の動向

ユネスコ／OECD：「国境を越えて提供される高等教育の質の保証に関するガイドライン」

「エラスムス・ムンドゥス」

域内外の大学との交流を促進
「チューニング・プロジェクト」

大学主導の学習プログラムレベルの質向上

ユネスコ
・アジア・太平洋地域における高等教育の資格の認定に関する条約批准への動き
・2012年TVET（職業技能教育訓練）の取組み

ASEAN+3：2012年に第１回
ASEAN+3学長会議の開催

地域資格枠組み（ＡＲＱＦ）の検討

韓国58千人

79千人

18千人

45千人

20千人

3千人
院生

学部生
日本

中国

◆日中韓学生交流の現状

UMAP：標準的な単位換算スキーム
（UCTS）を策定

ASEM:教育大臣会合
2009年：職業教育における質の枠組み等の議
論が決定
2011年：職業教育訓練を含む生涯学習の提案
（QF含む）
2013年：マレーシア開催
2015年：ラトビア開催（予定）
2017年：韓国開催（予定）

◆オバマ政権の高等教育政策

○2009年演説：

・2020年までに米国を世界で最も

高等教育卒業率の高い国に増

・「高等教育卒業者増大構想」を発表

コミュニティカレッジ卒業者を500万人

以上増

○2011年：成長産業における職業教育

・プログラムを提供するコミュニティカレッジ

支援 (4年間で計20億ドル投資)
○2013年：予算教書

・産学官連携による需要の高い分野の人材

を育成するコミュニティカレッジ支援構想の

提案（3年間で80億ドル予算を計上）

ＫＱＦ
(韓国資格
枠組み)

ＡＱＦ
(ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
資格枠組み)

ＱＣＦ
(英国資格枠組

み)

DQR(独資格枠組み)

EAS：2013年：ＴＶＥＴネットワークの設立
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成長分野等における中核的専門人材養成 –背景-

我が国の経済社会を支える分厚い中間層を育成するため、産業構造の変化やグローバル化に対応した知識・技術・技能
を備えた中核的専門人材を、量・質ともに戦略的に確保する新たな学習システムを構築する。 あわせて、若者、
女性、高齢者等が学びや職業を通じて活躍できる全員参加型の社会の実現を目指す。

産業構造の変化、グローバル化への対応 少子高齢化に伴う労働力人口の減少、非正雇用者層の増
雇用のミスマッチ問題等への対応

諸外国の職業と教育の評価の仕組みづくり

○ 経済発展の先導役となる産業分野等への人材移動
を円滑に進めるとともに、知識・技術・技能の
高度化を図り、労働の付加価値を向上させることが
不可欠

制

度

概

要

米 国

National Skill 
Standard
（全国職業技能スタン
ダード）

職業技能スタンダー
ドの開発及び利用を
自主的パートナー
シップ（雇用主団体、
組合労働者、政府、
従業員団体、教育訓
練機関等から成る産
業連合）が資格を設
定。各教育機関等、
多様な主体が認証。

英 国

National 
Qualifications 
Framework
（全国資格枠組み）

→ QCF へ

一般教育と職業教
育、技能資格を統合
した総合的資格制度。

政府が資格授与団
体、標準設定団体の
質を保証。

認証は民間の業界
団体が実施。

韓 国

Credit Bank System
（単位銀行制度）

→ＫＱＦ

評価認定を受けた教
育課程を履修した者
などに、学点認定を
通して学歴認定と学
位取得の機会を提
供する制度。

英国は、高等教育と職業教育に関する資格の対応関係が参照可能
となる認証制度を構築

旧から新レベルへ段階的に移行。

旧レベル

レベル５ レベル８ 先導的専門家

新レベル（２００４年～）

レベル７

レベル５

レベル４

レベル３

レベル２

入門レベル

レベル６

レベル３

レベル２

レベル１

入門レベル

レベル４

博士Ｄ

全国資格枠組み（ＮＱＦ⇒ＱＣＦ）
高等教育資格枠組み

（ＦＨＥＱ）

修士Ｍ

第１学位Ｈ

ディプロマ(37単位以上)Ｉ
サーティフィケイト

(13～36単位)Ｃ

上級専門家

知的専門職

上級技術者,管理者

技術・専門的職務

GCE・Aレベル

GCSE(A*～C評価)

GCSE(D～G評価)

(1～3段階)

後期中等教育

義務教育修了

成人基礎技能レベル１

○ 持続可能な経済社会を実現するため、成長分野に
おける雇用創出や、新たに必要となる知識・技術・
技能を修得するための職業教育・職業訓練機会を充実

諸外国は、若年・中高年無業者の増加等の社会経済の状況を踏まえ、雇用の流動化を促進するため、学位・サーティフィケートなどの高等教育資格や職業資格の認
証・評価制度を創設。個人のキャリア開発の参考、雇用者にとっての採用、政府・教育機関の教育・訓練のための施策における達成目標設定の手段として用いられる
ことが期待されている。

※単位(credit) : 1単位=10時間

アワード
(1～12単位)
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２５歳以上の入学者の割合の国際比較 （２０１１年）

各国の高等教育機関への進学における25歳以上入学者の割合

就業を目的とする高等教育機関への入学者のうち２５歳以上の
割合は、ＯＥＣＤ各国平均約４割に達し、社会人学生も相当数
含まれる一方、日本人の社会人学生比率は約１８．９％と低い。
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出典：ＯＥＣＤ教育データベース（2011年）。ただし、日本の数値については、

「学校基本調査」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（短期大学及び専修学校（専門課程） ）

「非大学型高等教育機関」・・・就職に直接結びつく、実践的、
技術的及び職業技能に焦点を絞ったプログラムを指す。通常、
大学型高等教育より修業年限が短い。
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大学入学者のうち２５歳以上の割合は、ＯＥＣＤ各国平均
約２割に達し、社会人学生も相当数含まれる一方、日本人
の社会人学生比率は１．９％と低い。

【非大学型高等教育機関】 【大学型高等教育機関】

出典：ＯＥＣＤ教育データベース（2011年）。ただし、日本の数値については、

「学校基本調査」及び文部科学省調べによる社会人入学生数）
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日本再興戦略-Japan is Back-（平成25年６月14日閣議決定）（抜粋）

一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～
２．雇用制度改革・人材力の強化

○若者の活躍推進

・大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な
人材の育成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開発・
実施するとともに、プログラム履修者への支援を行うなど、社会人の学び直
しを推進する。

⑤若者・高齢者等の活躍推進
全ての人が意欲さえあれば活躍できるような「全員参加の社会」

の構築を目指す。特に、我が国の将来を担う若者全てがその能力
を存分に伸ばし、世界に勝てる若者を育てることが重要であり、若
者・女性活躍推進フォーラムの提言を踏まえつつ、成長の原動力と
しての若者の活躍を促進する。
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2015年度 2016年度～ ＫＰＩ2013年度 2014年度
概算要求

税制改正要望等
秋 年末 通常国会

中短期工程表（抜粋）
※ 日本再興戦略に係る全政策分野に関して2013 年度から当面３年間（2015 年度まで）と2016 年度以降の詳細な

施策実施スケジュールを整理したもの。政策群毎に達成すべき成果目標（KPI）を設定する。

若
者
・
高
齢
者
等
の

活
躍
促
進
①

２０２０年
・２０～３４歳の就業率：
７８％
（２０１２年：７４％）
・若者フリーター１２４万
人
（ピーク時：２１７万人）

（２０１２年：１８０万人）

グ
ロ
ー
バ
ル
化

等
に
対
応
す
る

人
材
力
の
強
化

「雇用制度改革・人材力の強化④」より抜粋

「国際展開戦略⑥」より抜粋

２０１８年

・大学・専門学校等での社
会人受講者数を５年で２４
万人（現在１２万人）

２０１５年度卒業生からの就職・採用活動開始時期変更に向けた支援策のための
調整（概算要求等）

インターンシップ、マッチング機会の拡充等、キャリア教育から
就職まで一貫した支援

在学生について地域の大学等と産業界との調整を行う仕組みの構築（概算要求等）

若者応援企業の普及拡大、新卒応援ハローワークによる卒業後も含めた正社員就職や
就職後の定着への支援に向けた調整（概算要求等）

（再掲）キャリアカウンセリングやジョブ・カード交付等についての民間委託推進の
ための調整（概算要求等）

コンソーシアム等による新人研修の合同実施、出向の円滑化、
欠員のある職業訓練の活用支援

地域人材育成コンソーシアム（仮称）の組成支援（概算要求等）

起業家支援
ポータルサイトの
立ち上げ準備

・起業家支援ポータルサイトによる若い起業家の応援
・経営の各段階に応じた専門家のサポート体制の構築

・起業家支援ポータルサイトの立ち上げ
・経営の各段階に応じた専門家のサポート体制を
地域ごとに整備するための調整（概算要求等）

産業界と協働したオーダーメード型プログラムの開発・実施に向けた調整（概算要求等）

若者応援企業の普及拡大、新卒応援ハローワークによる卒業後も含めた正社員
就職や就職後の定着への支援

相談体制・情報発信・監督指導等の強化

わかものハローワークの充実のための調整（概算要求等） わかものハローワークの充実によるフリーター等の正規雇用化支援

２０１５年度卒業生に対する支援策の実施

２０１５年度卒業生の採用選考活動
開始

（再掲）キャリアカウンセリングやジョブ・カード交付等についての民間委託推進

産業界と協働したオーダーメード型プログラムの開発・実施

職業訓練の開発・実施を行う地域レベルのコンソーシアム形成のための
調整・検討（概算要求等）

職業訓練の開発・実施
等を行う地域レベルのコ
ンソーシアム形成

コンソーシアムにより、フリーター等の正規雇用化支援、
ニートの就労支援の実施

過重労働対策や賃金不払残業対策などによる、若者の「使い捨て」が疑われる
企業への対応強化に向けた調整（概算要求等）

「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」について所要の見直しに向けた検討 検討結果を踏まえた必要な取組の推進

産業界と協働したオーダーメード型プログラムの開発・実施に向けた調整（概算要求等） 産業界と協働したオーダーメード型プログラムの開発・実施
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若者・女性・社会人が直面する課題の解決のため、ニート、フリーターを含め、大学院・大学・専修学校等に
おける学び直し（再チャレンジ）を支援する。

学び直しプログラ
ムの受講を支援す
る事業主への経費
助成

企業のニーズに即した社会人の学び直し

自社従業員の

学び直し支援

キャリアアップ・
キャリアチェンジに
必要な学び直しプロ
グラムを受講する際
の経費助成等

オーダーメード型学び直しプログラムの開発・実施

（女性のための学び直しプログラムの充実を含む）

選定

プログラムの開発・

実施への支援

キャリアアップ・キャリアチェンジの促進と成長産業へのシフト

連携

（教育訓練給付金、

奨学金制度の
弾力的運用など）

社会人への支援

ニート
文部科学省

企業

サポステ
(就職支援)

厚生労働省

ステップアップ相談
定着支援

選定委員会

（高度人材・中核的
専門人材育成支援）

※経済界からも委員が参画

企業への支援

若者・女性

社会人

大学院

企業、経済団体等

連携

高度人材

専修学校・大学・
短大・高専

地域の企業、

経済団体等

連携

中核的専門人材

34出典：若者・女性活躍推進フォーラム（内閣官房・内閣府 平成25年5月19日開催）配布資料



成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進（案）

専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界等が産学官コンソーシアムを組織し、その下で具体的な職域プロジェクト
を展開し、協働して、社会人、女性、生徒・学生の就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を身につけるための学習
システム等を構築する。そのような取組を通じて、成長分野等における中核的専門人材や高度人材の養成を図るとともに、特に、社会人や女性の学び
直しを全国的に推進する。

（背 景）

（事業の趣旨）

・広域的な企業・業界団体等のニーズ調査・分析、人材養成のための目標設定・共有、職域プロジェクト毎の進捗状況把握・評価、成果の発信 等

産学官コンソーシアム（分野別）（平成２３年度～）

中核的専門人材の養成に必要な
➀ 全国的な標準モデルカリキュラムの開発・実証
② 全国的な標準モデルカリキュラムに係る

達成度評価手法の開発・実証 等
各地域の専修学校等において、地元の企業や

業界団体等のニーズを踏まえた「オーダーメー
ド型教育プログラム」の開発・実証を行い、そ
の課題とノウハウを蓄積し、とりまとめ、全国
に提供（全国的な標準モデルカリキュラム等を
活用し、２年間で開発・実証）

「社会人や女性の学び直し教育プログラム」の
全国展開 （平成２６年度新規）

（地域版学び直し教育プログラムの開発・実証等）

全国的な標準モデルカリキュラム等の開発・
実証 （平成２４年度～）

職域プロジェクト

（取組の概要）

【成長分野の例】
「環境・エネルギー」「食・農林水産」「医療・福祉・健康」
「クリエイティブ」「観光」「ＩＴ」 「グローバル」「社会基盤」
「経営基盤強化」「金融」「工業」 等

「日本再興戦略 －JAPAN is BACK－」（平成25年6月14日閣議決定）
大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な人材の養成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開発・実施するとともに、プ

ログラム履修者への支援を行うなど、社会人の学び直しを推進する。

産業や社会構造の変化、グローバル化等が進む中で、経済社会の一層の発展を期すためには、経済再生の先導役となる産業分野の雇用拡大や人材移動を円滑に進
めるとともに、個人の可能性が最大限発揮され、日本再生・地域再生を担う中核的専門人材や高度人材の養成が必要不可欠

【連携体制】

大学院と産業界等が協働して、社会人の
ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟに必要な高度かつ専門的な知識・
技術・技能を身につけるための大学院ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを開発・実証し普及（最大３年間）

高度人材養成のための社会人学び直し大
学院プログラムの開発・実証等

（平成２６年度新規）

専門学校、大学、大学院、短期大学、高
等専門学校、高等学校、

高等専修学校 等

企業、医療・福祉施設、
業界団体等

連携

第8回成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進企画推進委員会 配付資料 （平成26年1月24日）

行政機関 等

○ 環境・エネルギー分野の「建築･土木･設備」
○ 食・農林水産分野の「６次産業化プロデューサー」
○ 医療･福祉･健康分野の「介護」「看護」
○ クリエイティブ（ファッション）分野の

「グローバルビジネス」
○ クリエイティブ (アニメ･漫画)分野の

「アニメ人材」「デザイン」
○ 観光分野の「プランナー」
○ ＩＴ分野の「クラウド」「スマホ」 等

連携 35



平成25年度成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進体制（案）

■ 産学官コンソーシアム実施体制（１９分野）
・産学官コンソーシアムは、当該成長分野の推進機関として中核的専門人材養成に関する取組を行うもの（県域を越えた大学、短期大学、専修学校、

高専、高校等の連携による職業教育の仕組みづくり等の活動をするなど、広域的な組織とする）
■ 各分野、職域ごとのプロジェクトによる実証

■ 各成長分野における取組を先導する産学官コンソーシアムを組織化し、中核的専門人材養成のための新たな学習システムの
基盤のあり方について検討、推進する体制として、①企画推進委員会、②各分野の産学官コンソーシアムを設置

文部科学省 連携

委託

■ 成長分野等における中核的専門人材養成に関する課題・方向性のとりまとめ、
委託テーマの設定、事業審査、フォローアップ、事業成果の評価等を実施

■ 教育関係者、産業界、労働界、有識者等により構成
座長：樋口慶応大教授、副座長：今野政研大学長特別補佐 計１５名

■ グローバルや就職支援、評価体制など分野横断的な共通課題・方向性の検討
等を実施

企画推進委員会

横断的課題への対応WG

平成25年度 各分野の産学官コンソーシアム（19分野）
各分野で必要とされる人材像や知識・技術・技能体系の明確化、モデル・カリキュラム基準の策定、達成度評価・第３者評価の仕組み等を具体的に提示

環境・
ｴﾈﾙｷﾞｰ

・建築・土木
・電気・電子
・情報・通信
・電気自動車等

農業

・6次産業化
ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ

・ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ
・ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ 等

林業

・森林経営
等

水産

・養殖環境改善
・流通・経営
・水産資源保護

等

畜産

・畜産経営
・品質管理
・獣医学
・動物看護 等

健康

・ﾄﾚｰﾅｰ
・ｽﾎﾟｰﾂ医療
・障害者ｽﾎﾟｰﾂ

等

介護・看護

・介護
・看護
・子育て

等

食・栄養

・ﾍﾙｽｹｱ
・栄養

等

医療機器・
ロボット

・医療機器
・ロボット

等

ﾌｧｯｼｮﾝ

・ｸﾘｴｰｼｮﾝ
・ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ
・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 等

理美容

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
・ｷｬﾘｱﾌﾚｰﾑ

ﾜｰｸ 等

ｱﾆﾒ・漫画

・漫画人材
・ｱﾆﾒ人材

等

観光

・ﾌﾟﾗﾝﾅｰ
・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ
・ﾆｭｰﾂｰﾘｽﾞﾑ

等

ＩＴ

・ｸﾗｳﾄﾞ
・ｹﾞｰﾑ・CG
・携帯・ｽﾏﾎ
・自動車組込等

社会基盤

・次世代ｲﾝﾌﾗ
・ﾊﾟｯｹｰｼﾞｲﾝﾌﾗ
・建設IT技術
・長寿命化 等

経営基盤強化

・税務・税法
・国際会計基準
・マネジメント

等

工業

・冶金
・金型
・精密機械工業

等

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

・国際的な質保
証を伴う仕組
み

等

産学官連携「実践的職業教育」 （別紙参照）

・高校・高等専修学校と高等教育機関との連携による実践的職業教育

食・農林水産 医療・福祉・健康

クリエイティブ

★ ★ ★ ★

★

★

★
★

★

★

★

★：平成２５年度新規分野等
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連携の流れ（イメージ例）

業界のニーズ調査・

分析

目標設定・共有

人的・物的資源の
把握・共有

モデル・カリキュラ
ム基準・達成度評
価手法等の開発

企業・業界団体等にお
ける活用促進、評価等

(就業、キャリアアップ、職種転換等に
おける活用・評価等

コンソーシアム・職域プロジェクトにおいて、産業界と教育界との対話を通じた目標設定・共有から、モデル・ カリキュ
ラム基準・達成度評価手法等の開発、成果の普及・活用までの共同作業による質保証のサイクルＰ(Ｐｌａｎ)Ｄ(Do)Ｃ(Ｃｈｅｃ
ｋ)Ａ(Ａｃｔｉｏｎ)を構築

産業界と教育界の教育相互の理解を深め、双方の活性化へ

コンソーシアム・職
域プロジェクトの
コーディネート機能

を強化

産業界と教育界の対話と協働によるオーダーメード型の実践的職業教育

企業からの教員派遣
インターンシップ・
実習における協力

地域版オーダーメイド、
グローバル専門人材など
全国展開へ
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学習ユニット積み上げ方式のイメージ案 (仮想モデル)
新たに必要な知識・技術・技能を修得するために必要な学習ユニット(体系的な複数の単位)を開発・実証し、全国的な標準モデルカリキュラムとその達成度評価手

法等を構築の上、開発したカリキュラムをモジュール化して、①既存の大学院・大学・短大・専修学校等の正規課程において活用、②社会人等のキャリアアップ等の
ための短期プログラム等として提供。

○
○
○
分
野
に
お
い
て
目
指
す
○
○
○
○
の
専
門
人
材
と
し
て
活
躍

就業 Lv．１

Lv．5

Lv．４

Lv．２

Lｖ．３

○○分野において新たに必要な知識・技術等のモデルカリキュラムを開発し、体系的な学習ユニットとして、学習の達成目標、教育内容・学習量を明示

他の大学院・大学・短大
・専修学校等

連携

業
務
レ
ベ
ル

正規課程

開発した学
習

ユニット
○単位

正規課程

開発した学
習

ユニット
○単位

学 習 量

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

体系的な複数のユニットを短期プログラム等として積み上げ(履修証明等)

・単位互換において活用

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

開発した
学習

ユニット
○単位

非正規課程

Lv.1

Lv.2

Lv.3

Lv.4

Lv.5

Lv.8

Lv.6

Lv.7

Lv．6

Lv．7

Lv．8
大学院・大学・短期大学・専門学校等

非正規課程

非正規課程

・キャリアアップのための
在職型研修プログラム

開発したモデルカリキュラムを
モジュール化して既存の正規課
程に活用

・単位累積による正規
での学位、修士課程

学習

学習

学習

学習

学習
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(参考) 中核的専門人材及び高度人材について(イメージ)(案)

基礎知識 対人関係能力
自己開発能

力
問題解決能力

●組織人とし
ての常識（マネ
ジメント・財務・
法律基礎知識
）

●ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力
（意思疎通、協調
力、自己表現力、
人的ネットワーク
構築力）

●主体性・

積極性

●自己マネ
ジメント力

●職業人意
識（責任感、
職業意識・
勤労観）

●課題設定力（創造力、戦

略・戦術立案力）

●新しい技術に対する探

究心、開発力

●情報収集・分析力

実践的かつ専門的な知識・技術・技能を身に付け、職業に必要な卓越したまたは熟達した実務能力に基づく業務を遂行し、または、
グループや中小規模の組織の中で中核的な役割・機能を果たす厚みのある中間層

業務レベル 担当内容

８
ある職業活動領域における新規かつ不明瞭な問題に対し、技術革新
的な解決法や手法を発展させる。

７
ある職業活動領域における予測不可能かつ頻繁に変化する問題を処
理し、責任を持ってプロセスを制御する。

６
ある職業活動領域において専門的で幅広い課題や問題に対し企画、
処理、評価し責任を持ってプロセスを制御する。

５
大規模組織の責任者として、広範かつ総合的な知識等基礎に、組織
マネジメントを行う。

４
中小規模組織の責任者として、専門的な知識等を基礎に組織のマネ
ジメント等を行う。

３

・チームリーダーとして、実践的・専門的な知識等を基礎に、業務遂行
を主導するとともに、業務のマネジメント等を行う。

・チームリーダーとして、実践的・専門的知識等を基礎に、豊富な専門
性の高い業務経験を生かして、高度の業務遂行や困難事項への対応
を行う。

２
グループやチームの中心メンバーとして、実践的・専門的な知識等を
基礎に、創意工夫を凝らして自主的な業務を遂行する。

１
専門的な知識等を有する担当者として、上司の指示・助言を踏まえて
通常の定業的業務を確実に遂行する。

中
核
的
専
門
人
材

「業務レベルのイメージ」

中核的専門人材とは

大規模な組織の中やある職業活動領域において、グローバル社会での高度な業務実施能力やイノベーションの創出に必要な資質
等に基づき業務を遂行する専門人材

高度人材とは

高
度
人
材

なお、各分野に共通して求められる知識等のイメージは、
次のとおり
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成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進（工程案）

第１段階は、各分野の方針等を踏まえ、職域ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄごとに、全国的な標準ﾓﾃﾞﾙｶﾘｷｭﾗﾑ等の開発・実証等を行う。
第２段階は、完成した全国的な標準モデルカリキュラム等を活用し、各地域において地元の企業・業界団体等のニーズを踏まえた「オーダー

メード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

～平成２５年度（第１段階） 平成２６年度（第１及び第２段階）

(公募) →

企画推進委員会

各産学官コンソーシアム

中
核
的
専
門
人
材
及
び
高
度
人
材
の
養
成
を
推
進

平成２７～２８年度（第２段階）

・全国的な標準ﾓﾃﾞﾙｶﾘｷｭﾗﾑ等の開発・実証

職域プロジェクト

・広域的な企業・業界団体のﾆｰｽﾞ調査・分析
・各分野における開発・実証の方向性決定
・職域プロジェクト毎の進捗管理・評価 等

各産学官コンソーシアム 各産学官コンソーシアム

職域プロジェクト

企画推進委員会 企画推進委員会

・完成した全国的な標準
モデルカリキュラム等を
カスタマイズして活用

「地域版学び直し教育プログラム」の開発・実
証等

「高度人材養成のための社会人学び直し大
学院プログラム」の開発・実証等

・コンソーシアム等と連携

・ 職域プロジェクト及び「社会人や女性の学び
直し教育プログラム」の全国展開のフォロー
アップ 等

各事業 →
計画の
審査

進捗状況 →
の把握

次年度
取組方針
の決定

(公募) → 各事業 →
計画の
審査

進捗状況 →
の把握

次年度
取組方針
の決定

(公募) → 各事業 →
計画の
審査

進捗状況 →
の把握

成果の
とりまとめ

・ 実証結果を踏まえた全国的
な標準モデルカリキュラム等
を完成

・全国的な標準ﾓﾃﾞﾙｶﾘｷｭﾗﾑ等の開発・実証

職域プロジェクト

・企業・業界団体等の第三者による評価
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（参考）履修証明プログラムの活用状況

社会人等の学修の機会として，平成１９年１２月に創設された履修証明制度は，学位プログラムと比較して短時間の学修を評

価できる点を生かした一層の活用が期待されており，平成２１年度には，既に７２大学で１３０プログラムが実施されている。

【履修証明プログラムの実施の状況】(文部科学省調べ。大学学部の状況を調査)
３３プログラム実施（平成２０年５月１日現在） → ７２大学が１３０プログラム実施（平成２１年度末現在）

・若年無業者・早期離職者の就業支援
新卒無業者を対象とした就業支援（私立大学）

・職業資格を有する休職・退職者の復職支援
看護職者の復職支援（国立大学）

・就業経験のない職業資格保有者の就業支援
助産師資格保有者向け就業支援（国立大学）
教員資格保有者向け即戦力教育（国立大学）

・定年退職者，主婦等の社会的起業の支援
コミュニティ・ビジネス参画支援（私立大学）

・定年退職者の生活の一部としての学修機会の提供
５０歳以上を対象とした質の高い教養教育と多面的な学び
の場の提供（私立大学）

○履修証明プログラムの例（目的別）：募集定員が５０人以下のものが大半。
地域の産業創出や雇用創出を目的とするものもみられる。

・就業者に対する専門的知識・技能の獲得，向上
林業生産専門技術の獲得・向上（国立大学）
看護師の感染管理に関する知識・技能の獲得(私立大学）
製造業の製品管理プロセスの知識・技術の獲得・向上（公立大学）

・就業者に対する業務の高度化・現代化に伴う知識・技能の獲得
IT技術を活用した地域の食農産業振興を担う人材育成（国立大学）
国際ビジネス法務に関する知識・技能の修得（私立大学）

・企業経営の中核を担う職能開発
農業者の経営能力向上（国立大学）
中小企業の中核的人材能力向上（国立大学）
看護職の管理能力向上（私立大学）

※履修証明プログラムを各種資格の取得と結び付けるなど、目的・内容に応じて職能団体や地方公共団体、企業等と連携した取組も期待しており、この履修
証明制度は、教育機関等における学習成果を職業キャリア形成に活かす観点から、現在政府全体で検討・推進している「ジョブ・カード制度」においても、「職
業能力証明書（ジョブ・カード・コア）」として位置付けられている。

・プログラムの目的・内容として、多様かつ高度な、職業上に必要な専門的知識・技術取得のニーズに応じたもの、資格制度等とリンクしたもののほか、生涯学習
ニーズへの対応など多様な目的・内容のプログラムを想定。

・プログラムの目的・内容に応じて、職能団体や地方公共団体、企業等との連携を推奨。
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【関係規定】

学校教育法
第105条 大学は，文部科学大臣の定めるところにより，当該大学の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成し，これ

を修了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができる。

大学等が以下の要件を満たす履修証明プログラムを提供し

た場合，学校教育法に基く修了の事実を証する証明書を発行

できる。

○対象者：当該大学の学生以外の者

○内 容：大学等の教育・研究資源を活かし一定の教育計画の下
に編成された,体系的な知識・技術等の習得を目指した教
育プログラム

○期 間：目的・内容に応じ，総時間数１２０時間以上で各大学
等が設定

（注：学位プログラムとは異なり，単位や学位が授与されるものではない。）

【制度の概要】 （具体的要件は学校教育法施行規則で規定）

履

修

証

明

書

氏

名

年

月

日
生

学
校
教
育
法
第
百
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
，
本
学
所
定
の

○
○
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
計
○
○
時
間
）
を
修
め
た
こ
と
を
こ
こ

に
証
す
る
。

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
要
（
注
）

本
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
，
主
と
し
て
○
○
で
あ
る
者
を
対
象
と
し
て
，
○
○

の
よ
う
な
人
材
（
能
力
）
を
養
成
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
，
（
○
○
と
連

携
し
て
）
○
○
，
○
○
，
○
○
等
を
内
容
と
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
提
供

す
る
も
の
で
あ
る
。

平
成

年

月

日

○
○
大
学
（
長)

印

【履修証明書の様式例】

（参考）履修証明制度の概要

平成１９年の学校教育法改正により，履修証明の制度上の位置づけを明確化。

これにより，各大学等（大学，大学院，短期大学，高等専門学校，専門学校）における社会人等の多様なニーズに応じた体系的

な教育，学習機会の提供を促進。
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２３コンソーシアム、６４職域プロジェクトを採択（※は今年度の新規事業。）

代表校 事業名 職域 代表校 事業名

(1) 建築・土木・設備
専門学校　東京テクニカルカ
レッジ

環境・エネルギー分野における中核的専門人材養成プログラム開発事業

(2) 自動車整備
専門学校　東京工科自動車大
学校　※

環境・エネルギー分野における中核的専門人材養成プログラム開発事業

(3)
電気・電子・設備
及び情報・通信

中央工科デザイン専門学校
環境・エネルギー分野における中核的専門人材養成プログラム開発及びエネルギー

管理計測士養成の検証

2 福島大学　※
再生可能エネルギー関連産業の成長を
牽引する中核的専門人材の養成

(4)
再生可能エネル
ギー

福島大学　※ 再生可能エネルギー関連分野のカリキュラム開発実証プロジェクト

(5)
6次産業化
（群馬版）

中央農業グリーン専門学校
農業ビジネスを開拓するチャレンジ力を持った6次産業化人材養成学習システム構築
プロジェクト

(6)
アグリビジネス
（宮崎版）

宮崎情報ビジネス専門学校 農業を中心とした新しいビジネスを創出・牽引する人材の育成

(7)
6次産業化
（山形版）

山形大学農学部
食・農林水産分野の６次産業人材育成に関するモデル・カリキュラム実施と達成度評

価の実証プロジェクト

(8)
フードビジネス
（都市型）

国際フード製菓専門学校 都市部型食農分野における食・農連携プログラムによるフードビジネス人材育成

食・農林水産
（林業）

4 鹿児島大学　※
地域経済成長の一翼を担う林業再生のた
めの人材育成体系の構築と教育評価・普

及
(9) 林業 鹿児島大学　※ 中核的林業生産専門技術者養成プログラムの開発事業

5 国際動物専門学校　※
獣医療体制分野における中核的専門人
材養成プログラム開発事業

（10） 獣医療体制 国際動物専門学校　※
獣医療体制分野における中核的専門人材養成としての動物看護師及びペット産業マ
ネージャー養成プログラム開発事業

6 宮崎大学
産学動物関連産業の成長を牽引する中

核的専門人材の養成
（11） 畜産 宮崎大学　※ 産業動物学卒後教育モデルカリキュラムの開発・普及事業

(12) スポーツ医療
北海道ハイテクノロジー専門学
校

スポーツ医療の実践スキルを備えたコメディカル人材の教育プログラム等の開発

(13) 障害者スポーツ 大阪保健医療大学
障害者スポーツ分野における障害者医療・福祉・教育専門職の人材育成システムの
開発プロジェクト

(14) 介護・福祉 日本福祉教育専門学校 介護分野における中核的専門人材の量的拡大ならびに質的向上

(15) 看護 専門学校　麻生看護大学校 看護分野の中核的専門人材育成プロジェクト

(16) 社会福祉 成田国際福祉専門学校　※ 高齢者介護分野における中核的な社会福祉士の養成

9 三重大学　※
地域の医療・介護を支える「多職種連携

力」を持つ中核的専門人材育成プログラ

ム開発
(17)

在宅医療
（介護・看護）

三重大学　※
「在宅医療」を支える「多職種連携力」を持つ中核的専門人材育成プログラム開発事
業

食・農林水産
（畜産）

平成２５年度「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進」事業　採択一覧（平成２５年７月３１日採択）

職域プロジェクト

専門学校
東京テクニカルカレッジ

環境・エネルギー分野における中核的専

門人材養成プログラム開発事業

分野
コンソーシアム

1

食・農林水産分野のイノベーションを担う

中核的専門人材プロジェクト

医療・福祉・健康
（健康）

北海道ハイテクノロジー専門学
校

スポーツ医療・障害者スポーツ分野の中
核的専門人材養成の戦略的推進事業

3

医療・福祉・健康分野における産学官連

携教育の実践プロジェクト

7

8

環境・
エネルギー

医療・福祉・健康
（介護・看護）

専門学校麻生看護大学校

食・農林水産
（農業）

高崎経済大学
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代表校 事業名 職域 代表校 事業名

(18) 日本食（寿司） 国際学院埼玉短期大学　※ 寿司専攻コースの制度構築及び実践

(19)
日本食（懐石料理
等）

東京誠心調理師専門学校　※ 日本食材を活かした料理の制度構築と実践検証

(20) 栄養
名古屋文理大学短期大学部
※

豊かな食を支えるシステムの提案と構築

医療・福祉・健康
（歯科医療）

11 広島大学　※
歯科医療分野におけるグローバル専門人

材養成プログラム開発プロジェクト
(21) 歯科医療 広島大学　※ 歯科医療分野におけるグローバル専門人材養成プログラム開発プロジェクト

(22)
社会人教育
（ファッション）

文化服装学院 社会人教育において永続的に必要な知識・技術の成績・管理システムの構築

(23) グローバルビジネス 文化服装学院 グローバルファッション人材育成プロジェクト

(24) クリエーション 文化服装学院 テキスタイルおよびクリエイティブ分野におけるグローバルな人材育成プロジェクト

クリエイティブ
（美容）

13 ハリウッド・ビューティ専門学校
美容分野の専門人材の育成を支援する
産学官連携コンソーシアムの組織

(25)
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｷｬﾘｱ
ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ

ハリウッド・ビューティ専門学校
美容師のためのキャリア・フレームワークと教育プログラムの構築およびその海外へ
の普及

(26) アニメ 日本工学院専門学校 アニメ・マンガ人材養成産官学連携事業アニメ職域プロジェクト

(27) マンガ 日本工学院専門学校 アニメ・マンガ人材養成産官学連携事業マンガ職域プロジェクト

(28) 情報デザイン 日本電子専門学校　※ 情報デザインの中核的専門人材養成と新たな学習システムの構築推進プロジェクト

(29) デザイン 中国デザイン専門学校　※ クリエイティブ分野の中核的専門人材養成におけるモデルカリキュラムの開発と評価

(30)
インバウンド
（ホテル）

富山情報ビジネス専門学校　※ インバウンド対応ができる中核的ホテルマン育成と単位互換制度の構築

(31)
観光プロデューサー
（群馬版）

中央情報経理専門学校　※
世界と群馬をつなぐプロデュース能力をもった観光人材（観光プロデューサー）を要請

する学習システムの開発

(32)
インバウンド・ニュー
ツーリズム

郡山情報ビジネス専門学校　※
インバウンド観光客の受け入れを支えるニューツーリズムの中核的専門人材育成事

業

(33)
ツアープランナー
（ニューツーリズム）

ビジネス専門学校キャリアカレッ
ジ但馬

エコや高齢者・インバウンドを対象としたツアープランナーの中核的人材育成プロジェ
クト

(34)
ニューツーリズム（医
療）

別府溝辺学園短期大学　※ おんせん県おおいた・別府型ドリームプロジェクト

(35)
観光プロデューサー
（神戸版）

神戸夙川学院大学　※ 地域産業活性化のための着地型観光プレーヤー人材育成

医療・福祉・健康
（食・栄養）

国際学院埼玉短期大学　※
食関連産業の成長と健全な食生活の普

及を牽引する中核的専門人材の育成

クリエイティブ
（ファッション）

国際ファッション産学推進機構

クリエイティブ
（アニメ・漫画）

観光 富山情報ビジネス専門学校

15

10

12

14 日本工学院専門学校 アニメ・マンガ人材養成産官学連携事業

16

分野
コンソーシアム 職域プロジェクト

クリエイティブ
（デザイン）

日本電子専門学校　※ デザインコンソーシアム

ファッション分野における中核的専門人材

養成産学コンソーシアム

観光分野における教育認証のための情
報公開ガイドライン開発と横断的教育教

材の開発
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代表校 事業名 職域 代表校 事業名

(36) ゲーム 新潟コンピュータ専門学校 ゲーム教育に関する産学連携組織の構築とゲーム教育カリキュラム開発・導入

(37) 自動車組み込み 名古屋工学院専門学校 自動車組込み分野の中核的専門人材養成の実践的教育プログラムの実証

(38) クラウド
吉田学園情報ビジネス専門学
校

クラウド・スマートデバイス時代のITビジネスクリエーター育成の教育プログラム開発

(39) CG 日本電子専門学校 CGクリエーター養成の新たな学習システムの基盤整備プロジェクト

(40)
スマートフォン
（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

日本電子専門学校
スマートフォン・アプリ開発技術者育成のためのカリキュラム・教材開発と評価指標検

証

(41) ブリッジSE 富山情報ビジネス専門学校 ブリッジSEの中核的専門人材養成のためのPBL教材の国際的実証と再構築

(42) 情報セキュリティ 情報科学専門学校
情報セキュリティ分野の中核的専門人材養成の新たな学習システム構築推進プロ

ジェクト

(43)
ITグローバル
（ベンチャー）

早稲田文理専門学校 グローバルなITベンチャーを創出する人材の育成プログラム開発

(44) 次世代インターネット 青山学院大学 ※ 次世代インターネットの利用環境整備に向けた産学官連携資格認定プログラム

(45) 建設ＩＴ技術 東京工科大学
社会基盤整備の建設IT技術における中核的専門人材養成プログラム開発プロジェク

ト

(46)
次世代国内ｲﾝﾌﾗ整
備

日本工学院専門学校 次世代国内インフラ整備における中核的専門人材養成プログラム開発プロジェクト

(47) インフラ海外展開 日本工学院八王子専門学校
パッケージ型インフラ海外展開における中核的専門人材養成プログラム開発プロジェ

クト

19 岐阜大学 ※
地域ニーズに応えるインフラ再生技術者

育成のためのカリキュラム設計 (48) インフラ再生 岐阜大学 ※ 地域ニーズに応えるインフラ再生技術者育成のためのカリキュラム設計

工業 20 豊橋技術科学大学 ※
工業（防災都市システム学）分野における

中核的専門人材の養成 （49） 工業 豊橋技術科学大学 ※ 工業（防災都市システム学）分野における中核的人材の養成

（50） 税務・税法 千葉情報経理専門学校 成長分野を支える経理・財務人材のレベル評価制度の研究・構築

(51) 記録情報管理 麻生情報ビジネス専門学校
記録情報管理分野の中核的グローバル専門人材養成の課題・対応策の検証と新た

な学習システムの構築推進プロジェクト

(52) 業種別会計 中央情報経理専門学校 ※ 企業・団体における経営基盤強化のための業種別会計専門職人材養成プロジェクト

(53) 企業会計
公益社団法人 全国経理教育
協会 ※

中小企業における経営基盤強化のための中核的経理財務専門職の養成プロジェクト

(54) 国際会計
公益社団法人 全国経理教育
協会

経理財務知識を有するグローバルサポート会計人材養成

経営基盤強化
公益社団法人
全国経理教育協会

経理財務専門人材の養成プロジェクト21

社会基盤

日本工学院八王子専門学校

IT分野の産学官連携による中核的専門人

材養成の戦略的推進プロジェクト17

分野
コンソーシアム 職域プロジェクト

18
社会基盤整備分野の中核的人材養成プ

ログラム開発プロジェクト

IT
一般社団法人
全国専門学校情報教育協会
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代表校 事業名 職域 代表校 事業名

(55)
観光、食・栄養、介
護・福祉、経営

九州大学　※ グローバル人材養成に向けてのリカレントなモジュール学習プロジェクト

(56) ビジネス、観光 九州大学　※ 教育と訓練の統合的な職業教育・高等教育資格枠組みプロジェクト

(57) 双方向交流 宮崎総合学院　※
双方向性を持ち統合化されたグローバル専門人材育成システムの提言とプログラム
開発

(58) 介護 大岡学園高等専修学校　※
高等専修学校における介護福祉人材養成のための産学官連携による実践的な職業
教育の構築

(59) 服飾 細谷高等専修学校　※
服飾系高等専修学校における産学官連携による実践的な職業教育アドバンスド・コー

スの研究・開発

(60) 調理 大育高等専修学校　※
高等専修学校による調理人材養成のための産学官連携による実践的な職業教育の

構築

(61) 自動車整備 大阪技能専門学校　※
高等専修学校における自動車整備士養成のための産学官連携による実践的な職業

教育の構築

(62) IT 近畿情報高等専修学校　※
高等専修学校におけるＩＴ人材育成のための高等教育機関との接続による実践的職業

教育プログラムの構築

(63)
実践的職業教育（大
阪版）

一般社団法人　大阪府専修学
校各種学校連合会　※

実践的職業教育を推進する産学官による連携基盤の構築

(64)
実践的職業教育（群
馬版）

一般社団法人　群馬県専修学
校各種学校連合会　※

成長分野等における産学官連携「実践的職業教育」支援体制の構築とアドバンスス
クールの実践

高校・高等専修学校
と高等教育機関との
連携による実践的職
業教育

高等専修学校（介
護、服飾、調理、自

動車整備、IT）

高等専修学校における高等教育機関と接

続したモデル・カリキュラム開発と就労支
援システムの構築

大岡学園高等専修学校　※23

グローバル 九州大学　※
中核的専門人材育成のためのグローバ
ル・コンソーシアム

22

分野
コンソーシアム 職域プロジェクト
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